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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

1 総
老人福祉管
理業務

各種老人福祉事業を
適正に推進するた
め、軽自動車２台等
の管理を行う。

65歳
以上の
高齢者

内
部

863
目標とした事業を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 1,005
現状維

持
なし 維持

1
老人福祉管
理業務

各種老人福祉
事業を推進す
るための需用
費及び役務費
の支出

軽自動車の車
検及び点検の
回数

年２回 年２回 273

各種老人福祉
事業を推進す
るための需用
費及び役務費
の支出

軽自動車の車
検及び点検の
回数

年２回 328
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1
老人福祉管
理業務

高齢者福祉に
対する関心や
理解を深めて
いただくため
の福寿手帳の
作成

福寿手帳の作
成部数

年2,300
冊

年2,300
冊

580

高齢者福祉に
対する関心や
理解を深めて
いただくため
の福寿手帳の
作成

福寿手帳の作
成部数

年2,300
冊

677
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1
老人福祉管
理業務

災害時要援護
者支援制度の
推進

要援護者の登
録数

年１００
人

年１５０
人

10
事業№18へ移
る

2 総
老人クラブ
等助成事業

老人クラブ活動の充
実と発展を図って、
活動及び事業に対し
て助成し、もって老
人福祉の向上に寄与
する。

単位老
人クラ
ブ及び
連合会

政
策

11,243
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 11,655 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
老人クラブ
等助成事業

補助金交付事
務（単位老人
クラブ）

交付時期
平成20
年５月

平成20
年５月

4,536
補助金交付事
務（単位老人
クラブ）

交付時期
平成21
年５月

4,666
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
老人クラブ
等助成事業

補助金交付事
務（老人クラ
ブ連合会）

交付時期
平成20
年５月

平成20
年５月

6,707
補助金交付事
務（老人クラ
ブ連合会）

交付時期
平成21
年５月

6,989
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
敬老大会等
慰安事業

多年にわたり社会の
発展に寄与してきた
高齢者に敬愛の意を
表し、長寿を祝うと
ともに、敬老祝金を
贈呈する。

75歳
以上及
び敬老
祝金対
象者

政
策

10,383
目標通り事業を適切
に行い、成果が出て
いる。

Ａ 13,190 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

3
敬老大会等
慰安事業

敬老大会の開
催

招待者数
年
20,102
人

年
19,214
人

5,405
敬老大会の開
催

招待者数
年
21,075
人

6,930
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
敬老大会等
慰安事業

敬老祝金の贈
呈

贈呈金額
年5,115
千円

年4,978
千円

4,978
敬老祝金の贈
呈

贈呈金額
年6,260
千円

6,260
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
市長の表敬訪問の年
齢を引き上げる

維持

4 総
シルバー人
材センター
補助事業

センターの活動を充
実させるために運営
費を補助し、就業機
会の提供と高齢者相
互の交流を図る。

シル
バー人
材セン
ター

政
策

38,537
目標とした事務を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 38,154 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
シルバー人
材センター
補助事業

シルバー人材
センター補助
金交付

交付時期

平成20
年4、
7、10、
平成21
年1月

平成20
年4、
7、10、
平成21
年1月

38,427
シルバー人材
センター補助
金交付

交付時期

平成21
年4、
7、10、
平成21
年1月

38,044
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4
シルバー人
材センター
補助事業

県シルバー人
材センター負
担金支出

交付時期
平成20
年５月

平成20
年５月

60
県シルバー人
材センター負
担金支出

交付時期
平成21
年５月

60
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4
シルバー人
材センター
補助事業

国シルバー人
材センター負
担金支出

交付時期
平成20
年５月

平成20
年５月

50
国シルバー人
材センター負
担金支出

交付時期
平成21
年５月

50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総

高齢者の生
きがいと健
康づくり推
進事業

高齢者の生きがいと
健康づくり活動の推
進とその普及に資す
ることを目的に、各
種の講座・教室を開
催する。

60歳
以上の
高齢者
及び子
ども

政
策

1,151
目標通り事業を適切
に行い、成果が出て
いる。

Ａ 1,198 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

5

高齢者の生
きがいと健
康づくり推
進事業

生きがい教室
の開催

開催回数 年８回 年８回 789
生きがい教室
の開催

開催回数 年８回 836
不
可

必
要

済 可 無 有り 21

茅ヶ崎市老人クラブ
連合会から市民活動
団体へ協働できる事
業は検討していく。

維持

5

高齢者の生
きがいと健
康づくり推
進事業

お年寄りと子
どもの世代間
交流映画会の
開催

開催回数 年１回 年１回 362

お年寄りと子
どもの世代間
交流映画会の
開催

開催回数 年１回 362
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6 総
公衆浴場入
浴サービス
事業

在宅の独居老人を対
象に、公衆浴場入浴
券を助成することに
より、心身の健康増
進及び福祉の向上を
図る。

65歳
以上の
在宅の
単身者

政
策

6,517

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 6,414 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

6
公衆浴場入
浴サービス
事業

入浴券の交付 交付枚数
年
14,000
枚

年
14,621
枚

6,517 入浴券の交付 交付枚数
年
14,200
枚

6,414
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り

24
以
降

公衆浴場が3箇所と
減少し、公平性の観
点から関係各課と連
携して事業のあり方
を検討する。

維持

7 総
生きがいふ
れあいバス
運行事業

高齢者及び障害者が
福祉施設等を利用す
る際に、バスを運行
する。

概ね
60歳
以上の
高齢者
及び障
害者

政
策

2,619

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 3,776 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
生きがいふ
れあいバス
運行事業

高齢者及び障
害者が、老人
福祉施設等を
利用する際に
バスを運行

運行台数 年６２台 年４３台 2,619

高齢者及び障
害者が、老人
福祉施設等を
利用する際に
バスを運行

運行台数 年６２台 3,776
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 21

自治会、老人会、地
区社会福祉協議会等
が高齢者のための行
事を行う際は、隣接
市町へ利用をできる
よう一定の基準を設
け、柔軟に対応す
る。

維持

8 総
高齢者生き
がい友の会
事業

独身の高齢者が、相
互の親睦を深めると
ともに、孤独感を解
消し生きがいのある
明るい日常生活を送
れるよう支援する。

概ね
60歳
以上の
独身高
齢者

政
策

1,855

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 1,856 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

8
高齢者生き
がい友の会
事業

毎月の交流会
の運営

開催回数（施
設見学会含
む）

年１３回 年１３回 1,855
毎月の交流会
の運営

開催回数（施
設見学会含
む）

年１３回 1,856
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

9 総

高齢者の生
きがいづく
り事業（行
政提案型協
働推進事
業）

介護予防・認知症予
防のため、市民活動
団体との協働によ
り、童謡・唱歌教室
を開催する。

65歳
以上の
高齢者

政
策

高齢者の生
きがいづく
り事業

高齢者の生
きがいづく
り事業(行政
提案型）

200

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9

高齢者の生
きがいづく
り事業（行
政提案型協
働推進事
業）

童謡・唱歌教
室の開催

開催回数
年１教室
を１回

年１教室
を１回

200
童謡・唱歌教
室の開催

開催回数
年１教室
を１回

200 済
必
要

済 済 無 なし 維持

10 総

高齢者の生
きがいづく
り事業（市
民提案型協
働推進事
業）

介護予防・認知症予
防のため、市民活動
団体との協働によ
り、麻将教室を開催
する。

65歳
以上の
高齢者

政
策

高齢者の生
きがいづく
り事業(市民
提案型）

295 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10

高齢者の生
きがいづく
り事業（市
民提案型協
働推進事
業）

麻将教室の開
催

開催回数

年１教室
を２回
出前サロ
ン

295 済
必
要

済 済 無 なし 維持

11 総
軽度生活援
助サービス
事業

介護保険で自立と認
定されたが、家事援
助が必要とされる高
齢者を支援する。

左記条
件該当

者

政
策

4
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 147 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
軽度生活援
助サービス
事業

ホームヘル
パーの派遣

１時間当たり
の派遣回数

１２０回 ０回 4
ホームヘル
パーの派遣

不適切な抽出
件数

０件 147 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

12 総
緊急通報装
置設置事業

ひとり暮らし高齢者
世帯等で、疾病等に
より日常生活に注意
を要する方を対象に
緊急通報装置を貸与
して支援する。

左記条
件該当

者

政
策

15,863
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 16,878 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
緊急通報装
置設置事業

緊急通報装置
の設置

設置台数
年４４０
台

年３８１
台

15,863
緊急通報装置
の設置

設置台数
年４４０
台

16,878 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

13 総
給食サービ
ス事業

炊事をつくることが
困難な高齢者等に対
して、安否確認を兼
ね、昼食を週５食を
限度として配食して
支援する。

左記条
件該当

者

政
策

25,209
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 32,777 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

13
給食サービ
ス事業

安否確認を兼
ねた昼食の配
食

配食数
年
35,000
食

年
21,689
食

25,209
安否確認を兼
ねた昼食の配
食

配食数
年
30,000
食

32,777 済
必
要

可
不
可

無 なし 22

夕食の配食について
検討。利用券販売・
管理等については、
民間委託を検討

維持

14 総

寝具類等洗
濯乾燥消毒
サービス事
業

寝たきり老人及び認
知症高齢者で失禁の
ある方に対して、寝
具乾燥年８回、丸洗
い年４回実施して支
援する。

左記条
件該当

者

政
策

495
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 858 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14

寝具類等洗
濯乾燥消毒
サービス事
業

寝具の丸洗い
及び乾燥

件数
年２５０
件

年１６２
件

495
寝具の丸洗い
及び乾燥

件数
年２５０
件

858 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総
高齢者等居
住支援事業

市内の民間住宅に住
んでいて、立ち退き
要求を受けた高齢者
に対して、新たに住
む賃貸住宅との差額
を助成する。

非課税
世帯の
高齢者

政
策

352

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 597 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
高齢者等居
住支援事業

居住支援 助成金額 492千円 352千円 352 居住支援 助成金額 597千円 597
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
介護予防・
健康づくり
事業

民間のスポーツクラ
ブを利用して、筋力
トレーニング、健康
運動、水中ウォーキ
ングを実施し、運動
習慣を定着させる。

６０～
７５歳
までの

者

政
策

4,777
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,401 4
介護予防・健
康づくり事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16
介護予防・
健康づくり
事業

教室の開催 教室数 年５か所 年５か所 4,777 教室の開催 教室数 年５か所 5,401 4
介護予防・健
康づくり事業

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
脳の健康教
室事業

簡単な読み、書き、
計算で脳のトレーニ
ングを実施。週１回
教室への参加と毎日
１５分程度の自宅学
習をする。

概ね７
５歳以
上の者

政
策

925
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,198 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
脳の健康教
室事業

教室の開催 開催回数 年２回 年２回 925 教室の開催 開催回数 年２回 1,198 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18 総
災害時要援
護者支援事
業

ひとり暮らしの高齢
者等に対して、災害
時などに地域の中で
支援を受けられるよ
うにする。

概ね６
５歳以
上の者

政
策

5,422

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 2,033 7
災害時要援護
者支援制度の
確立

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
災害時要援
護者支援事
業

災害時要援護
者制度の推進

要援護者の新
規登録人数

年１００
人

年１５０
人

5,422
災害時要援護
者制度の推進

要援護者の新
規登録人数

年１００
人

2,033 7
災害時要援護
者支援制度の
確立

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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③
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事業名

活動量・サービス量の達成状況

19 総
老人保護措
置事業

経済的に困窮し、住
宅事情が悪く、在宅
での生活が困難な者
を養護老人ホームに
入所させ、支援す
る。

概ね６
５歳以
上の者

義
務

74,309
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 76,705
現状維

持
なし 維持

19
老人保護措
置事業

養護老人ホー
ムへの入所に
対する相談、
手続き事務

相談件数 年１０件 年１０件 74,224

養護老人ホー
ムへの入所に
対する相談、
手続き事務

相談件数 年１０件 76,643
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19
老人保護措
置事業

入所判定委員
会の開催

開催回数 年２回 年３回 85
入所判定委員
会の開催

開催回数 年２回 62
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19
老人保護措
置事業

高齢者虐待防
止ネットワー
ク体制の構築
及び啓発活動
のため協議会
を開催

開催回数 年１回 年０回

高齢者虐待防
止ネットワー
ク体制の構築
及び啓発活動
のため協議会
を開催

開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
生活管理指
導短期宿泊
事業

歯磨き、服薬管理な
どの日常の基本的な
生活習慣が欠けてい
るものを、短期間養
護老人ホームに入所
させ支援する。

概ね６
５歳以
上の者

政
策

1,607
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,512 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
生活管理指
導短期宿泊
事業

養護老人ホー
ムへの一時入
所

入所日数
年４２０
日

年５５７
日

1,607
養護老人ホー
ムへの一時入
所

入所日数
年５４０
日

1,512 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総

高齢者福祉
団体負担
金・補助金
事業

茅ヶ崎市、藤沢市、
寒川町が湘風園を建
設し、協定を結び施
設運営費等の経費を
負担し、老人福祉の
向上を図る。

養護老
人ホー
ム湘風

園

政
策

4,961
目標とした事務を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 9,156 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21

高齢者福祉
団体負担
金・補助金
事業

養護老人ホー
ム湘風園への
助成

助成金交付時
期

平成２０
年５月、
１０月

平成２０
年５月、
１０月

4,961
養護老人ホー
ム湘風園への
助成

助成金交付時
期

平成２1
年５月、
１０月

9,156 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総

在日外国人
高齢者・障
害者等福祉
給付金支給
事業

外国籍の高齢者等
で、国民年金を受け
るための要件を制度
上満たすことができ
ない方に、福祉給付
金を支給する。

制度的
に無年
金の外
国籍高
齢者等

政
策

1,060
目標とした事務を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 1,440 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22

在日外国人
高齢者・障
害者等福祉
給付金支給
事業

外国籍を有す
る高齢者及び
障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間4人 年間5人 1,060

外国籍を有す
る高齢者及び
障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間5人 1,440 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総

徘徊高齢者
家族支援
サービス事
業

徘徊する認知症の高
齢者を事前登録する
とともに携帯位置端
末を貸与し、徘徊し
たとき早期に発見で
きるようにする。

左記条
件該当

者

政
策

261
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 事業№５１任
意事業に移行

701

徘徊高齢者
家族支援
サービス事
業

ＧＰＳ携帯の
貸与

貸与台数 年２０台 年１０台 261

23 総
緊急短期入
所事業

介護者の疾病等によ
り、在宅介護を受け
られなくなった寝た
きり老人や認知症高
齢者を特別養護老人
ホームで保護する。

左記条
件該当

者

政
策

973
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,158 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

23
緊急短期入
所事業

特別養護老人
ホームへの一
時入所

入所日数
年１００
日

年１３２
日

973
特別養護老人
ホームへの一
時入所

入所日数
年１４０
日

1,158 済
必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す
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24 総
在宅高齢者
福祉サービ
ス推進事業

急速な高齢化による
状況把握と緊急時に
迅速に対応すべく高
齢者の実態調査を実
施する

65歳
以上の
世帯

政
策

3,391 未 高 高 高
現状維

持
維持

24
在宅高齢者
福祉サービ
ス推進事業

高齢者実態調
査

調査回数 年１回 3,391
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

25 総

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

高齢者の心身の健康
増進を図るため、南
湖地区に老人憩の家
（児童クラブ併設）
を建設する。

60歳
以上の
高齢者

等

施
整

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

17,133
目標とした事務を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 196,387 #
（仮称）南湖
地区老人憩の
家建設事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

25

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

建設検討委員
会の開催

開催回数 年７回 年2回 3

25

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

老人憩の家設
計費及びグラ
ンド整備

工事完成期限
平成２１
年３月

平成２１
年３月

17,130

25

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

指定管理者選
定等委員会の
開催

開催回数 年２回 . #
（仮称）南湖
地区老人憩の
家建設事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25

（仮称）南
湖地区老人
憩の家建設
事業

（仮称）南湖
地区老人憩の
家建設事業

工事完成期限
平成22
年2月

196,387 #
（仮称）南湖
地区老人憩の
家建設事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

26 総
特別養護老
人ホーム等
建設助成

老人福祉施設の整備
に要する費用の一部
を助成することによ
り、老人福祉の向上
に寄与する。

社会福
祉法人

政
策

特別養護老
人ホーム等
建設助成

未 高 高 高
現状維

持
維持

26
特別養護老
人ホーム等
建設助成

公募選定委員
会

開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
高齢者福祉
計画策定事
業

国の法律に基づき、
地域のすべての高齢
者を対象にして、生
きがいや健康づくり
対策等に関する計画
を策定する。

在宅の
一般高
齢者

義
務

高齢者福祉
計画の策定

高齢者福祉
計画の策定

1,723
目標とした事務を期
限までに行い、成果
が出ている。

Ａ 319 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27
高齢者福祉
計画策定事
業

第４期高齢者
福祉計画策定
事業費

開催回数 年４回 年5回 1,723
第４期高齢者
福祉計画策定
事業費

開催回数 年４回 319 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

28 総
皆楽荘管理
事業

高齢者の自主的な活
動の場を提供すると
ともに、老人の教養
の向上及び心身の健
康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

施
管

8,759
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 9,088 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
皆楽荘管理
事業

皆楽荘管理 開館日数
年３０６
日

年３０６
日

8,759 皆楽荘管理 開館日数
年３０６
日

9,088 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

28
皆楽荘管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28
皆楽荘管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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28
皆楽荘管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28
皆楽荘管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29 総
老人福祉セ
ンター管理
事業

高齢者の自主的な活
動の場を提供すると
ともに、老人の教養
の向上及び心身の健
康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

施
管

29,924
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 33,721 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

29
老人福祉セ
ンター管理
事業

老人福祉セン
ター管理

開館日数
年３４３
日

年３４３
日

29,924
老人福祉セン
ター管理

開館日数
年３４３
日

33,721 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

29
老人福祉セ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
老人福祉セ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
老人福祉セ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
老人福祉セ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
浜須賀会館
管理事業

高齢者の自主的な活
動の場を提供すると
ともに、老人の教養
の向上及び心身の健
康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

施
管

5,639
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 5,573 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30
浜須賀会館
管理事業

浜須賀会館管
理

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

5,639
浜須賀会館管
理

開館日数
年３０６
日

5,573 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

30
浜須賀会館
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30
浜須賀会館
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30
浜須賀会館
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30
浜須賀会館
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
松林ケアセ
ンター管理
事業

介護を必要とする在
宅の高齢者及びその
家族の福祉の増進を
図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

施
管

2,351
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 2,451 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

31
松林ケアセ
ンター管理
事業

松林ケアセン
ター管理

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

2,351
松林ケアセン
ター管理

開館日数
年３０６
日

2,451 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

31
松林ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
松林ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
松林ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
松林ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 総
元町ケアセ
ンター管理
事業

介護を必要とする在
宅の高齢者及びその
家族の福祉の増進を
図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

施
管

432
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 232 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

32
元町ケアセ
ンター管理
事業

元町ケアセン
ター管理

開館日数
年２８６
日

年２８６
日

432
元町ケアセン
ター管理

開館日数
年２８６
日

232 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

32
元町ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32
元町ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32
元町ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32
元町ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33 総
萩園ケアセ
ンター管理
事業

介護を必要とする在
宅の高齢者及びその
家族の福祉の増進を
図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

施
管

860
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 478 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

33
萩園ケアセ
ンター管理
事業

萩園ケアセン
ター管理

開館日数
年３０７
日

年３０７
日

860
萩園ケアセン
ター管理

開館日数
年３０７
日

478 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

33
萩園ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
萩園ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
萩園ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
萩園ケアセ
ンター管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

34 総
萩園いこい
の里管理事
業

高齢者の自主的な活
動の場を提供すると
ともに、老人の教養
の向上及び心身の健
康増進を図る。

60歳
以上の
高齢者

等

施
管

12,001
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 13,963 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

34
萩園いこい
の里管理事
業

萩園いこいの
里管理

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

12,001
萩園いこいの
里管理

開館日数
年３０６
日

13,963 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

34
萩園いこい
の里管理事
業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
萩園いこい
の里管理事
業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
萩園いこい
の里管理事
業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34
萩園いこい
の里管理事
業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

35 総

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

介護保険法の規定に
より、市は、介護保
険事業を行うととも
に、各費用に対する
負担割合に応じた額
を負担する。

被保険
者

義
務

1,583,447
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,784,947
現状維

持
なし

増
や
す

35

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

介護給付費に
対する法定の
市負担額の特
別会計への繰
出し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 1,026,417

介護給付費に
対する法定の
市負担額の特
別会計への繰
出し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 1,167,315
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

事務に要する
経費のうち、
職員給与費等
に対する特別
会計への繰出
し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 231,067

事務に要する
経費のうち、
職員給与費等
に対する特別
会計への繰出
し事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 250,861
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

事務に要する
経費の特別会
計への繰出し
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 283,275

事務に要する
経費の特別会
計への繰出し
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 319,433
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

35

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

地域支援事業
費負担分の特
別会計への繰
出（介護予防
事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 10,333

地域支援事業
費負担分の特
別会計への繰
出（介護予防
事業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 11,528
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35

介護保険事
業費に係る
市の負担に
関する事務

地域支援事業
費負担分の特
別会計への繰
出（包括的事
業・任意事
業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 32,355

地域支援事業
費負担分の特
別会計への繰
出（包括的事
業・任意事
業）

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 35,810
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36 総

介護保険低
所得利用者
の負担軽減
措置に関す
る事務

国の低所得者対策と
して、利用者負担1
割に対して一定率を
軽減することによ
り、経済的負担の軽
減を図る。

国の要
綱に該
当する
低所得

者

政
策

255
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 814 未 低 高 高 縮小 なし
減
ら
す
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今後の事業展開
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手法の
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有無

事後評価
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算
の
方
向
性
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④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

36

介護保険低
所得利用者
の負担軽減
措置に関す
る事務

障害者ホーム
ヘルプサービ
ス利用者に対
する支援措置
【法別番号
57・58】に
関する申請者
の認定及び請
求者に対する
審査、支給事
務

認定回数及び
支給回数

認定／年
１回
支払／月
１回

認定／年
0回
支払／月
１回

255

障害者ホーム
ヘルプサービ
ス利用者に対
する支援措置
【法別番号
57・58】に
関する申請者
の認定及び請
求者に対する
審査、支給事
務

認定回数及び
支給回数

認定／年
１回
支払／月
１回

614
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

36

介護保険低
所得利用者
の負担軽減
措置に関す
る事務

社会福祉法人
等による利用
者負担額軽減
の助成に対す
る申請者の認
定及び請求者
に対する審
査、支給事務

認定回数及び
支払回数

認定／年
１回
支払／月
１回

0 回
0

社会福祉法人
等による利用
者負担額軽減
の助成に対す
る申請者の認
定及び請求者
に対する審
査、支給事務

認定回数及び
支払回数

認定／年
１回
支払／年
１回

200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

702 総
介護老人保
健施設整備
補助金事業

介護老人保健施設を
整備するため医療法
人等が行う介護老人
保健施設の整備に要
する経費に対し、補
助金を交付する。

介護老
人保健
施設を
整備す
る医療
法人等

政
策

介護老人保
健施設の整
備

40,040
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

702
介護老人保
健施設整備
補助金事業

介護老人保健
施設整備補助
金

交付回数 １回 40,040

37 総

介護保険事
務処理シス
テムの改修
事業

制度改正等のシステ
ム変更について随時
対応する。

被保険
者

政
策

23,825
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 26,077 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37

介護保険事
務処理シス
テムの改修
事業

定期オーバー
ライト及び同
適用作業の対
応事務

改修・修正期
限

平成２１
年３月

平成２１
年３月

11,550

定期オーバー
ライト及び同
適用作業の対
応事務

改修・修正期
限

平成２２
年３月

7,523
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

37

介護保険事
務処理シス
テムの改修
事業

介護保険制度
改正に対応

改修・修正期
限

平成２１
年３月

平成２１
年３月

12,275
介護保険制度
改正に対応

改修・修正期
限

平成２２
年３月

18,554
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

38 総
介護保険事
業計画の策
定

3年を1期とする介
護保険事業計画を策
定するとともに、
サービスの利用者数
及び供給量の見込に
より、３年間の介護
保険料を算定する。

被保険
者、利
用者、
事業者

義
務

介護保険事
業計画の策
定

介護保険事
業計画の策
定

1,784
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

38
介護保険事
業計画の策
定

介護保険運営
協議会の開催

開催回数 年２回 年８回 1,784
（２２年度か
ら予算措置あ
り）

39 総
継続的評価
分析支援事
業

介護予防事業の効果
を検証するため、お
およそ３ヶ月ごとに
介護予防マネジメン
トを実施した高齢者
の情報を収集し、国
に情報を送る

介護予
防ケア
マネジ
メント
を実施
した高
齢者

義
務

4,000
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 終了

39
継続的評価
分析支援事
業

おおよそ３ヶ
月ごとに介護
予防マネジメ
ントを実施し
た高齢者の情
報を収集し、
国に情報を送
る

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 4,000

40 総
賦課徴収事
務

介護保険料の公平・
公正な賦課し、介護
保険事業の財政の安
定化を図る。

１号被
保険者

義
務

13,361

適切に事務を行って
おり、制度の周知等
により今後成果が見
込める。

Ｂ 20,563 #
介護保険料賦
課徴収事務

現状維
持

なし 維持
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11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

40
賦課徴収事
務

介護保険料の
賦課

賦課人数
年
49,000
人

年
47,887
人

9,232
介護保険料の
賦課

賦課人数
年
49,000
人

14,209 #
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40
賦課徴収事
務

保険料未納者
に対し戸別訪
問徴収等をす
る

訪問回数 年７回 年５回 2,405

保険料未納者
に対し戸別訪
問徴収等をす
る

訪問回数 年７回 3,702 #
介護保険料賦
課徴収事務

可
必
要

可
不
可

有 有り 22
再任用職員の採用可
能

維持

40
賦課徴収事
務

被保険者の資
格の取得及び
喪失にかかる
処理をする

処理人数

年取得
4,000人
喪失
1,900人

年取得
3,921人
喪失
1,788人

508

被保険者の資
格の取得及び
喪失にかかる
処理をする

処理人数

年取得
4,000人
喪失
1,900人

781 #
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40
賦課徴収事
務

滞納者に対し
給付の差し止
め等をする

給付制限件数 年０件 年０件
滞納者に対し
給付の差し止
め等をする

給付制限件数 年０件 #
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40
賦課徴収事
務

納付された誤
過納保険料に
ついて還付を
する

還付件数
年2,700
件

年2,796
件

1,216

納付された誤
過納保険料に
ついて還付を
する

還付件数
年2,700
件

1,871 #
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40
賦課徴収事
務

特別の理由が
ある者に対し
保険料の減免
をする

減免件数 年70件 年52件

特別の理由が
ある者に対し
保険料の減免
をする

減免件数 年70件 #
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40
賦課徴収事
務

被保険者に
よって納付さ
れた保険料の
消込処理をす
る

収納件数
年
300,00
0件

年
306,50
0件

被保険者に
よって納付さ
れた保険料の
消込処理をす
る

収納件数
年
300,00
0件

#
介護保険料賦
課徴収事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41 総
介護認定審
査会事務

介護給付を受けるに
は、審査会において
認定されることが必
要であり、これによ
り給付の適正化を図
る。

要介護
認定申
請者

義
務

25,790
効率的に事務を行
い、今後の成果が見
込まれる。

Ａ 30,708 #
要介護等認定
調査業務

現状維
持

なし
増
や
す

41
介護認定審
査会事務

審査請求事務
審査請求の件
数

年０回 年２回 審査請求事務
審査請求の件
数

年0回 #
要介護等認定
調査業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41
介護認定審
査会事務

審査会運営事
務

開催回数 年210回 年198回 25,790
審査会運営事
務

開催回数 年210回 30,708 #
要介護等認定
調査業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

42 総
認定調査事
務

認定審査会におい
て、審査判定を公平
公正に行うための資
料として、認定調査
及び主冶医意見書を
収集する。

要介護
認定申
請者

義
務

43,590

適切に事務を行って
おり、委託を進める
ことで、より効率的
に行える。

Ａ 48,176 #
要介護等認定
調査業務

現状維
持

なし
増
や
す

42
認定調査事
務

認定申請受付
事務

受付件数
年7,980
件

年8,044
回

認定申請受付
事務

受付件数
年8,400
件 #

要介護等認定
調査業務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
非常勤嘱託職員によ
る対応

予算
なし

42
認定調査事
務

認定有効期間
管理事務

通知の発送回
数

年１２回 年１２回
認定有効期間
管理事務

通知の発送回
数

年１２回 #
要介護等認定
調査業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
認定調査事
務

認定調査委託
事務

認定調査件数
年1,950
件

年1,979
回

8,564
認定調査委託
事務

認定調査件数
年2,100
件

11,170 #
要介護等認定
調査業務

可
必
要

済
不
可

無 有り 21 委託範囲を広げる
増
や
す

42
認定調査事
務

認定調査直営
事務

認定調査件数
年6,030
件

年6,065
回

認定調査直営
事務

認定調査件数
年6,300
件 #

要介護等認定
調査業務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
非常勤嘱託職員によ
る対応

予算
なし

42
認定調査事
務

意見書作成事
務

意見書作成事
務

年7,980
件

年8,044
回

35,026
意見書作成事
務

意見書作成事
務

年8,400
件

37,006 #
要介護等認定
調査業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

43 総
要介護者に
係る保険給
付事務

介護保険法に基づく
要介護者への介護給
付

要介護
認定者

等

義
務

7,442,938
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8,513,221 9
介護給付費適
正化事業

現状維
持

なし
増
や
す

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（現物給付事
務）国保連合
会の審査、請
求に基づく給
付費等の支払
事務

支払回数
１２回
（年間）

１２回
（年間）

7,442,938

（現物給付事
務）国保連合
会の審査、請
求に基づく給
付費等の支払
事務

支払回数
１２回
（年間）

8,513,221
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（一般償還事
務）ケアプラ
ンのないサー
ビス利用に対
する申請の受
理、支払事務

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

（一般償還事
務）ケアプラ
ンのないサー
ビス利用に対
する申請の受
理、支払事務

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（福祉用具購
入費及び住宅
改修費支給事
務）申請の受
理、内容の審
査及び支給

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

（福祉用具購
入費及び住宅
改修費支給事
務）申請の受
理、内容の審
査及び支給

申請の受理及
び支払回数

１２回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（居宅サービ
ス計画に関す
ること）居宅
サービス計画
やケアマネジ
メントについ
ての説明・助
言・指導事務

相談件数
１００件
（年間）

１２０件
（年間）

（居宅サービ
ス計画に関す
ること）居宅
サービス計画
やケアマネジ
メントについ
ての説明・助
言・指導事務

相談件数
１００件
（年間）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

43
要介護者に
係る保険給
付事務

介護サービス
利用者及び家
族の要望によ
る電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
３００件
（年間）

２４０件
（年間）

介護サービス
利用者及び家
族の要望によ
る電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
３００件
（年間）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（介護給付費
適正化事務）
国保連合会か
ら提供される
給付実績の点
検及び居宅
サービス計画
の点検事務

点検回数
２０回
（年間）

１８件
（年間）

（介護給付費
適正化事務）
国保連合会か
ら提供される
給付実績の点
検及び居宅
サービス計画
の点検事務

点検回数
２０回
（年間）

9
介護給付費適
正化事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

43
要介護者に
係る保険給
付事務

第三者行為の
被害者（被保
険者）より被
害届等の受理
及び国保連合
会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

３件 ０件

第三者行為の
被害者（被保
険者）より被
害届等の受理
及び国保連合
会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

３件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（食費・居住
費等の減額事
務）申請の受
付、審査及び
減額認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 年０件

（食費・居住
費等の減額事
務）
申請の受付、
審査及び減額
認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

43
要介護者に
係る保険給
付事務

（旧措置入所
者に係る特例
事務）利用者
負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 年０件

（旧措置入所
者に係る特例
事務）
利用者負担等
の減額認定事
務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

43
要介護者に
係る保険給
付事務

事業者の調査
事務

調査回数 年２回 年２回
事業者の調査
事務

調査回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43
要介護者に
係る保険給
付事務

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44 総
要支援者に
係る保険給
付事務

介護保険法に基づく
要支援者への予防給
付

要支援
認定者

等

義
務

644,854
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 688,398 9
介護給付費適
正化事業

現状維
持

なし
増
や
す

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（現物給付事
務）国保連合
会の審査、請
求に基づく給
付費等の支払
事務

支払回数 年１２回 年１２回 644,854

（現物給付事
務）
国保連合会の
審査、請求に
基づく給付費
等の支払事務

支払回数 年１２回 688,398
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（一般償還事
務）ケアプラ
ンのないサー
ビス利用に対
する申請の受
理、支払事務

申請の受理及
び支払回数

年１２回 年１２回

（一般償還事
務）
ケアプランの
ないサービス
利用に対する
申請の受理、
支払事務

申請の受理及
び支払回数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（福祉用具購
入費及び住宅
改修費支給事
務）申請の受
理、内容の審
査及び支給

申請の受理及
び支払回数

年１２回 年１２回

（福祉用具購
入費及び住宅
改修費支給事
務）
申請の受理、
内容の審査及
び支給

申請の受理及
び支払回数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（介護予防
サービス計画
に関するこ
と）介護予防
サービス計画
やケアマネジ
メントについ
ての説明・助
言・指導事務

相談件数
年１００
件

年９０件

（介護予防
サービス計画
に関するこ
と）
介護予防サー
ビス計画やケ
アマネジメン
トについての
説明・助言・

相談件数
年１００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

44
要支援者に
係る保険給
付事務

介護サービス
利用者及び家
族の要望によ
る電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
年３００
件

年１８０
件

介護サービス
利用者及び家
族の要望によ
る電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
年３００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（介護給付適
正化事務）国
保連合会から
提供される給
付実績の点検
及び居宅サー
ビス計画の点
検事務

点検回数 年２０回 年１２件

（介護給付適
正化事務）
国保連合会か
ら提供される
給付実績の点
検及び居宅
サービス計画
の点検事務

点検回数 年２０回 9
介護給付費適
正化事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

介護（予防）給付に
おける適正化事務等
について、介護支援
専門員（ケアマネ
ジャー）の資格を
持った非常勤嘱託職
員での対応が可能

予算
なし

44
要支援者に
係る保険給
付事務

第三者行為の
被害者（被保
険者）より被
害届等の受理
及び国保連合
会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

年３件 年０件

第三者行為の
被害者（被保
険者）より被
害届等の受理
及び国保連合
会へ求償事務
委託

国保連への委
託件数

年３件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（食費・居住
費等の減額事
務）申請の受
付、審査及び
減額認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件

（食費・居住
費等の減額事
務）
申請の受付、
審査及び減額
認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

44
要支援者に
係る保険給
付事務

（旧措置入所
者に係る特例
事務）利用者
負担等の減額
認定事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件

（旧措置入所
者に係る特例
事務）
利用者負担等
の減額認定事
務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44
要支援者に
係る保険給
付事務

事業者の調査
事務

調査回数 年２回 年２回
事業者の調査
事務

調査回数 年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
要支援者に
係る保険給
付事務

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 年０件

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45 総
高額介護
サービス費
の支給事務

介護保険法に基づ
き、利用者負担額が
一定の上限額を超え
た場合、申請により
超えた分を支給

要介護
(要支
援)認
定者

義
務

113,555
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 125,713
現状維

持
なし

増
や
す

45
高額介護
サービス費
の支給事務

法に基づく高
額介護サービ
ス費の申請受
付及び審査、
支給

支給回数 年１２回 年１２回 113,555

法に基づく高
額介護サービ
ス費の申請受
付及び審査、
支給

支給回数 年１２回 125,713
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

46 総

国保連の審
査に対する
支払手数料
に関する事
務

介護保険法に基づく
介護報酬の請求審査
等

神奈川
県国民
健康保
険団体
連合会

義
務

10,525
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 11,125
現状維

持
なし 維持

46

国保連の審
査に対する
支払手数料
に関する事
務

国保連との介
護保険審査支
払システム上
必要となる各
種データの授
受

各種データの
授受回数

５回/月 ５回/月 10,525

国保連との介
護保険審査支
払システム上
必要となる各
種データの授
受

各種データの
授受回数

５回/月 11,125
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46

国保連の審
査に対する
支払手数料
に関する事
務

国保連との介
護保険審査支
払システム上
必要となる共
同処理受給者
台帳情報の修
正・臨時対応

共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

国保連との介
護保険審査支
払システム上
必要となる共
同処理受給者
台帳情報の修
正・臨時対応

共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
介護予防特
定高齢者施
策事業

要介護状態等となる
ことの予防又は要介
護状態等の軽減、悪
化の防止。

要支
援、要
介護に
なるお
それの
高い高
齢者

（国基
準）

義
務

地域支援事
業

地域支援事
業

73,108

適切に事務を行って
おり、一部対象者が
少なかったり、出て
いないものがある
が、全体としては成
果が出ている。

Ａ 85,711 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

特定高齢者の
把握

把握割合 ５％ 18.72% 60,398
特定高齢者の
把握

把握割合 ５％ 53,106 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

運動器機能向
上事業の実施

実施回数 年180回 年192回 7,236
運動器機能向
上事業の実施

実施回数 年192回 18,769 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

栄養改善事業
の実施

実施回数 年72回 年11回 491
栄養改善事業
の実施

実施回数 年24回 1,180 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 21

より細かいサービス
を提供するために事
業の一部を直営で開
始した

維持

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

認知症予防事
業の実施

実施回数 年72回 年72回 2,726
認知症予防事
業の実施

実施回数 年84回 7,196 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 21

より細かいサービス
を提供するために事
業の一部を直営で開
始した

維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

口腔機能向上
事業の実施

実施回数 年78回 年84回 2,129
口腔機能向上
事業の実施

実施回数 年72回 4,693 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

うつ病、閉じ
こもりのおそ
れのある高齢
者に対し訪問
指導の実施

実施回数 年612回 年70回 128

うつ病、閉じ
こもりのおそ
れのある高齢
者に対し訪問
指導の実施

実施回数 年567回 507 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

栄養改善のた
めの配食サー
ビスの実施

実施回数 年180回 年0回 0
栄養改善のた
めの配食サー
ビスの実施

実施回数 年180回 161 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

47
介護予防特
定高齢者施
策事業

介護予防特定
高齢者施策の
事業評価

評価回数 年1回 ０回
介護予防特定
高齢者施策の
事業評価

評価回数 年1回 99 1
介護予防特定
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48 総
介護予防一
般高齢者施
策事業

介護予防に関する知
識の普及及び啓発、
地域における自主的
な介護予防の活動の
育成及び支援を実施
すること

６５歳
以上の
高齢者

義
務

地域支援事
業

地域支援事
業

10,452
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 13,366 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

未 高 高 高
現状維

持
維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

転倒予防教室
の実施

実施回数 年160回 年132回 9,533
転倒予防教室
の実施

実施回数 年156回 12,220 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

（健康維持支
援事業）ケー
ブルテレビで
の介護予防の
情報提供及び
介護予防体操
の普及及び啓
発

放映回数 年２回 0回 14

（健康維持支
援事業）
ケーブルテレ
ビでの介護予
防の情報提供
及び介護予防
体操の普及及
び啓発

放映回数 年２回 63 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

周知用パンフ
レットの作
成・配布

作成枚数
年5000
部

5,000部
周知用パンフ
レットの作
成・配布

作成枚数
年5000
部

16 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

介護予防従事
者及びボラン
ティア等研修
の実施

実施回数 年２回 年1回 0

介護予防従事
者及びボラン
ティア等研修
の実施

実施回数 年２回 50 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

介護予防講演
会の実施

実施回数 年17回 年13回 390
介護予防講演
会の実施

実施回数 年10回 258 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

高齢者支援
リーダー養成
講座の実施

実施回数 年9回
年9回・
フォロー
講座１回

440 20年度で修了

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

地区社協の高
齢者福祉事業
の支援

実施回数 年72回 年35回 75
地区社協の高
齢者福祉事業
の支援

実施回数 年72回 275 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

特定高齢者
フォロー教室

実施回数 年20回 484 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持

48
介護予防一
般高齢者施
策事業

介護予防一般
高齢者施策の
事業評価

評価回数 年１回 　０回
介護予防一般
高齢者施策の
事業評価

評価回数 年１回 2
介護予防一般
高齢者施策事
業

不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

49 総
介護予防生
活機能評価
事業

老人保健法に基づき
り実施されていた住
民を対象とした基本
検診は、平成２０年
度よりなくなり、６
５歳以上の介護保険
の第１号被保険者
(要介護を除く）に
対して介護保険法に
基づき介護保険者が
介護予防のための生
活機能評価を実施す
る。

６５歳
以上の
高齢者

義
務

地域支援事
業

地域支援事
業

150,156
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 168,313 未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

49
介護予防生
活機能評価
事業

生活機能評価
の実施

実施回数 年２回 年２回 150,156
生活機能評価
の実施

実施回数 年２回 168,313
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

50 総
地域包括支
援センター
運営事務

保健、介護、福祉と
いう3分野の専門職
が連携し、市町村や
地域の医療機関、介
護（介護予防）サー
ビス事業者、ボラン
ティアなどと協力し
ながら地域の高齢者
のさまざまな相談に
対応する。

６５歳
以上の
高齢者

義
務

地域支援事
業

地域支援事
業

154,475
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 162,200 6
地域包括支援
センター運営

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

50
地域包括支
援センター
運営事務

地域包括支援
センターの設
置

設置数 年７ヵ所 年７ヵ所 144,475
地域包括支援
センターの設
置

設置数 年７ヵ所 152,200 6
地域包括支援
センター運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

50
地域包括支
援センター
運営事務

(仮称）夜間・
休日介護相談
業務

設置数 年１箇所 年１箇所 10,000
(仮称）夜間・
休日介護相談
業務

設置数 年１箇所 10,000 6
地域包括支援
センター運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

50
地域包括支
援センター
運営事務

介護予防ケア
マネジメント
事業

ケアプラン作
成

年７カ所
8:30～
17:00

年７カ所
8:30～
17:00

介護予防ケア
マネジメント
事業

ケアプラン作
成

年７カ所
8:30～
17:00

6
地域包括支援
センター運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

50
地域包括支
援センター
運営事務

総合相談支援
事業・権利擁
護事業

相談業務
年７カ所
24時間
対応

年７カ所
24時間
対応

総合相談支援
事業・権利擁
護事業

相談業務
年７カ所
24時間
対応

6
地域包括支援
センター運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

50
地域包括支
援センター
運営事務

包括的・継続
的マネジメン
ト事業

支援業務
年７カ所
8:30～
17:00

年７カ所
8:30～
17:00

包括的・継続
的マネジメン
ト事業

支援業務
年７カ所
8:30～
17:00

6
地域包括支援
センター運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

51 総 任意事業

高齢者が地域におい
て自立した生活を営
むよう法の趣旨に反
しない限り地域の実
情に応じた事業を実
施する

６５歳
以上の
高齢者
及び要
介護高
齢者を
介護す
る家族

政
策

地域支援事
業

地域支援事
業

10,118
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 16,978 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

51 任意事業

介護サービス
事業者を対象
とした研修会
等の開催(サー
ビス事業者振
興事業)及び専
門講師による
福祉用具・住
宅改修研修会
の開催

知識や情報を
習得するため
に研修会等を
開催

年４回 年1回 237

介護サービス
事業者を対象
とした研修会
等の開催(サー
ビス事業者振
興事業)及び専
門講師による
福祉用具・住
宅改修研修会
の開催

知識や情報を
習得するため
に研修会等を
開催

年４回 239 9
介護給付費適
正化事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業

高齢者を介護
している家族
に対する教室
の開催

実施回数 年８回 年5回 150

高齢者を介護
している家族
に対する教室
の開催

実施回数 年８回 240
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業
認知症サポー
タ養成講座の
実施

実施回数 年２回 年４回 120
認知症サポー
タ養成講座の
実施

実施回数 年２回 153 3
認知症サポー
タ養成講座

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

51 任意事業
徘徊高齢者の
ためのネット
ワーク整備

協議会の開催 年２回 年２回 1,296
徘徊高齢者の
ためのネット
ワーク整備

協議会の開催 年２回 1,889
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

51 任意事業
徘徊高齢者へ
のＧＰＳ装置
の貸与

貸与台数 年２０台
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

51 任意事業
該当者の抽出
及び慰労金の
支給

不適切な抽出
件数

年０件 ０件 0
該当者の抽出
及び慰労金の
支給

不適切な抽出
件数

年０件 300
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業
紙おむつの宅
配

支給総数 年420組
年４１４
組

1,832
紙おむつの宅
配

支給総数 年420組 2,191
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

51 任意事業
制度の普及及
び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年2回 年１回 30
制度の普及及
び啓発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年2回 60
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業

家庭裁判所へ
市長による申
し立て経費及
び後見人等の
報酬経費

件数及び経費
必要人数

申立　年
５件
後見人等
１０名分
の費用

申立　年
１０件
後見人等
名分の費
用　０

94

家庭裁判所へ
市長による申
し立て及び低
所得者親族申
立の経費及び
後見人等の報
酬経費

件数及び経費
必要人数

申立　年
１５件
後見人等
報酬１２
名分の費
用

4,485 8
成年後見制度
の利用普及

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業

住宅改修理由
書の作成業者
に対する申請
の受付及び支
払

請求のつど審
査支払回数

月1回 月３回 70

住宅改修理由
書の作成業者
に対する申請
の受付及び支
払

請求のつど審
査支払回数

月1回 100
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業

介護サービス
相談員の派遣
及び連絡会の
開催

相談件数

年在宅
400件
施設400
件

年在宅
667件
施設371
件

4,405

介護サービス
相談員の派遣
及び連絡会の
開催

相談件数

年在宅
600件
施設600
件

5,278
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 任意事業

市営松林住宅
の入居者に生
活援助員を派
遣する

派遣対象世帯
年１５世
帯

年　世帯 1,884

市営松林住宅
の入居者に生
活援助員を派
遣する

派遣対象世帯
年１５世
帯

2,043
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

52 総
成年後見支
援センター
の運営

認知症等で判断能力
が不十分な方の支援
のための相談窓口の
設置

左記条
件対象
者及び
その家

族

政
策

成年後見支
援センター
の運営

2,893
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,880 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

52
成年後見支
援センター
の運営

成年後見セン
ターの設置

設置数 １箇所 １箇所 2,893
成年後見セン
ターの設置

設置数 １箇所 3,880 8
成年後見制度
の利用普及

不
可

必
要

可 済 無 有り 23
協働から委託への変
更を検討

維持

53 総

介護保険運
営基金への
積立に関す
る事務

介護保険第１号被保
険者介護保険料の余
剰金を積立る

介護保
険第１
号被保
険者

義
務

364,288
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,731
現状維

持
なし 維持

53

介護保険運
営基金への
積立に関す
る事務

介護保険第１
号被保険者介
護保険料の余
剰金の積立

保険料余剰金
及び利子の積
み立て割合

年１０
０％

年１０
０％

364,288

介護保険第１
号被保険者介
護保険料の余
剰金の積立

保険料余剰金
及び利子の積
み立て割合

年１０
０％

3,731
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54 総

被保険者保
険料還付金
及び還付加
算金に関す
る事務

過年度に納付された
過誤納保険料につい
て正確かつ迅速に還
付充当処理を行う。

被保険
者

義
務

3,659
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,886
現状維

持
なし 維持

54

被保険者保
険料還付金
及び還付加
算金に関す
る事務

過年度に納付
された過誤納
保険料につい
て正確かつ迅
速に還付充当
処理を行う

保険料還付額
年2,000
千円

年3,659
千円

3,659

過年度に納付
された過誤納
保険料につい
て正確かつ迅
速に還付充当
処理を行う

保険料還付額
年3,886
千円

3,886
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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第４次 第５次

11,124,585 11,124,585 12,201,343 12,201,343

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

高齢福祉介護課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

高齢福祉介護課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

55 総
償還金に関
する事務

前年度の給付費に対
する国庫負担金、社
会保険診療報酬支払
基金交付金の受入れ
超過額の返還

国、社
会保険
診療報
酬支払
基金

義
務

119,064
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2
現状維

持
なし 維持

55
償還金に関
する事務

国庫負担金等
の受入れ超過
分の算出、予
算措置及び返
還

返還時期
平成２０
年９月議
会

平成２０
年９月議
会

119,064

国庫負担金等
の受入れ超過
分の算出、予
算措置及び返
還

返還時期
平成２１
年９月議
会

2
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56 総
地域密着型
サービスに
関する事務

高齢者が住み慣れた
地域で継続して生活
できるようにするた
め地域密着型サービ
スが創設され指定・
指導監督が市町村が
行う。

高齢
者・事
業所

義
務

事業の必要性は高
く、制度の積極的な
周知により今後成果
が見込める。

Ｂ 5
地域密着型
サービスの推
進

未 高 高 高
現状維

持
維持

56
地域密着型
サービスに
関する事務

事業者の指定
事務

指定ヶ所数

地域密着
型特定施
設入居者
生活介護
1カ所、
その他の
地域密着
型サービ
ス事業者
の指定

夜間対応
型訪問介
護1カ所

事業者の指定
事務

指定ヶ所数

認知症対
応型生活
介護1カ
所、地域
密着型特
定施設入
居者生活
介護1カ
所、その
他の地域
密着型
サービス
事業者の
指定

5
地域密着型
サービスの推
進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

56
地域密着型
サービスに
関する事務

事業者の指
導、監督事務

集団指導、書
面指導、実地
指導の実施回
数

年３回

集団指導
２回、実
地指導７
回

事業者の指
導、監督事務

集団指導、書
面指導、実地
指導の実施回
数

年３回 5
地域密着型
サービスの推
進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

57 総

介護従事者
処遇改善臨
時特定基金
への積立に
関する事務

基金の運用益を積立
る

介護保
険第１
号被保
険者

義
務

328
現状維

持
なし 維持

57

介護従事者
処遇改善臨
時特定基金
への積立に
関する事務

基金の運用益
の積立

基金の運用益
の積立割合

年１０
０％

328
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


